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企業行動に関する意識調査（東北版）

東北支店 企画調査課

2025年8月

2024・2025・2026年度 設備投資計画調査 特別調査
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調査要領

1．実施時期︓2025年7月3日を期日として実施（回答時期は主として6月）
2．調査方法︓対象企業へのアンケート（ 「2024・2025・2026年度設備投資計画調査」にあわせて実施）
3．調査対象︓原則として資本金1億円以上の民間法人企業（ただし、金融保険業などを除く）

4．回答数 ︓

5．留意点
・東北地域とは、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県を含む地域を指す。
・四捨五入により、グラフの各要素の合計が100％にならない場合がある。
・次頁以降、グラフや文中における「東北」とは、東北地域に本社を置く企業の回答を指す。

※ 大 企 業 ︓ 資本金10億円以上
中堅企業 ︓ 原則として資本金1億円以上

 本調査は、足元の重要テーマに関する企業の意識や見通しなどを調査したものである。
 今年度は、「2024・2025・2026年度設備投資計画調査」にあわせて、物価上昇・米国関税強化等による事業への影響やカーボンニュー
トラルに向けた取り組み等について調査を実施。本資料は、主に東北地域に本社を置く企業の回答についてまとめたものである。

全国 うち東北本社企業
対象会社数

（発送会社数） A 9,140 946

回答会社数

- 大企業 919
製造業 375

大企業 55
製造業 18

非製造業 544 非製造業 37

- 中堅企業 2,563
製造業 939

中堅企業 413
製造業 148

非製造業 1,624 非製造業 265

B 計 3,482
製造業 1,314

計 468
製造業 166

非製造業 2,168 非製造業 302

回答率 B/A 38.1% 49.5％
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1．事業全般への影響
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29.0%

23.4%

20.3%

19.7%

18.1%

15.9%

15.4%

14.6%

13.3%

13.0%

12.1%

8.9%

8.9%

8.3%

7.5%

29.6%

27.1%

20.4%

12.6%

12.6%

16.8%

18.8%

13.3%

15.3%

15.6%

8.8%

8.8%

4.8%

6.5%

8.5%

新技術(生成AI など)

内外の政策見直し(産業・環境等)

サステナビリティ対応

米国景気

中国景気

規制緩和

健康志向

インフラ老朽化

人的資本開発

気候変動 ・自然災害激甚化

為替変動

物価上昇

欧州景気

新興国経済

人手・後継者不足
【全国】全産業（n=3,041）

【東北】全産業（n=398）

 事業の成長機会となる外部要因について、全国・東北ともに前年度に引き続き「新技術（生成AIなど）」の回答割合が高かった。一方、前
年度と比較すると、「サステナビリティ対応」の割合が減少し、「内外の政策見直し（産業・環境等）」が高まった。

 東北は、全国に比して「内外の政策見直し（産業・環境等）」の割合が高い一方、「米国景気」「中国景気」については低く、乖離が広がっ
ている。

事業の成長機会となる外部要因

事業の成長機会となる因子（５つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

29.8%

23.2%

19.9%

19.9%

18.9%

18.4%

16.6%

15.8%

15.5%

14.7%

13.9%

13.5%

9.7%

9.5%

9.2%

28.4%

24.2%

23.2%

13.5%

14.2%

21.2%

20.7%

16.5%

20.9%

12.5%

17.5%

13.0%

7.0%

6.7%

9.7%

新技術(生成AIなど)

サステナビリティ対応

産業政策の見直し

米国景気

中国景気

規制緩和

人的資本開発

インフラ老朽化

健康志向

為替変動

自然災害・気候変動

物価上昇

新興国経済

欧州景気

人手・後継者不足
【全国】全産業（n=3,148)

【東北】全産業（n=401)

１．事業全般への影響

(参考)2024年度調査2025年度調査

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（５つまでの複数回答）
※2025年度調査分は【全国】全産業の回答上位15項目を掲出
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事業の成長機会となる外部要因

事業の成長機会となる因子（５つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 東北の製造業では、前年度に最も回答割合の高かった「米国景気」、「中国景気」が低下する中で、「新技術（生成AIなど）」の割合が高
まった。

 東北の非製造業では、「新技術（生成AIなど）」の割合が減少する一方、「内外の政策見直し（産業・環境等）」の回答割合が高まった。

34.3%

18.9%

21.7%

23.1%

22.4%

8.4%

19.6%

10.5%

18.2%

10.5%

13.3%

11.2%

10.5%

12.6%

8.4%

27.1%

31.8%

19.6%

6.7%

7.1%

21.6%

18.4%

14.9%

13.7%

18.4%

6.3%

7.5%

1.6%

3.1%

8.6%

新技術(生成 AI など)

内外の政策見直し(産業・環境等)

サステナビリティ対応

米国景気

中国景気

規制緩和

健康志向

インフラ老朽化

人的資本開発

気候変動 ・自然災害激甚化

為替変動

物価上昇

欧州景気

新興国経済

人手・後継者不足 【東北】製造業（n=143）
【東北】非製造業（n=255）

24.6%

22.5%

17.4%

27.5%

27.5%

13.8%

20.3%

15.2%

19.6%

18.8%

12.3%

12.3%

11.6%

12.3%

10.1%

30.4%

25.1%

26.2%

6.1%

7.2%

25.1%

20.9%

17.1%

21.7%

9.1%

20.2%

13.3%

4.6%

3.8%

9.5%

新技術(生成AIなど)

サステナビリティ対応

産業政策の見直し

米国景気

中国景気

規制緩和

人的資本開発

インフラ老朽化

健康志向

為替変動

自然災害・気候変動

物価上昇

新興国経済

欧州景気

人手・後継者不足
【東北】製造業（n=138）
【東北】非製造業（n=263）

(参考)2024年度調査2025年度調査

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（５つまでの複数回答）
※2025年度調査分は【全国】全産業の回答上位15項目を掲出

１．事業全般への影響
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(参考)2024年度調査
70.2%

53.3%

49.4%

31.7%

27.2%

25.8%

22.7%

17.0%

16.9%

14.7%

11.7%

11.6%

8.6%

6.5%

6.1%

75.9%

56.9%

56.9%

24.6%

22.6%

21.0%

30.5%

21.0%

11.6%

9.3%

9.6%

13.2%

8.4%

3.4%

5.2%

物価上昇

人件費上昇

人手・後継者不足

為替変動

金利上昇

自然災害・気候変動

高齢化

インフラ老朽化

中国景気

米国景気

供給制約

ウクライナ戦争

感染症対策

資産価格変動

サイバー攻撃

【全国】全産業（n=3,395)

【東北】全産業（n=439)

事業のダウンサイドリスクとなる外部要因

事業のダウンサイドリスクとなる外部要因（５つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 ダウンサイドリスクとなる外部要因としては、引き続き①「物価上昇」「人件費上昇」といったコスト高や、②「人手・後継者不足」が認識されて
いる。また、③「米国景気」や「保護主義(関税等)」等の米国関税による影響や、「中東紛争」といった地政学リスクも意識されるようになった。

 全国と比較して、東北は「人件費上昇」や「人手・後継者不足」の回答割合が高く、その他回答では人口減等がみられた。

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（５つまでの複数回答）
※2025年度調査分は【全国】全産業の回答上位15項目を掲出

2025年度調査
66.0%

58.6%

44.8%

30.2%

26.1%

19.9%

18.8%

17.5%

17.2%

12.3%

11.3%

7.5%

6.8%

6.8%

6.6%

69.6%

64.9%

50.2%

32.0%

18.7%

23.0%

13.5%

16.9%

11.9%

15.8%

7.9%

10.6%

5.4%

5.0%

6.1%

物価上昇

人件費上昇

人手・後継者不足

金利上昇

為替変動

インフラ老朽化

米国景気

気候変動 ・自然災害激甚化

中国景気

高齢化社会

保護主義(関税等)

ウクライナ戦争

米中対立(台湾有事等)

供給制約

中東紛争

【全国】全産業（n=3,303）

【東北】全産業（n=444）

①

②

③

米国景気

中国景気

保護主義(関税等)

１．事業全般への影響
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事業のダウンサイドリスクとなる外部要因

事業のダウンサイドリスクとなる外部要因（５つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 東北の製造業・非製造業ともに①「物価上昇」「人件費上昇」といった各種コスト高の割合は、前年度から低下したものの依然として最も高く、
次いで②「人手・後継者不足」も上位に挙がる。

 製造業は、「米国景気」 、「中国景気」において非製造業を大きく上回った。一方、非製造業では、製造業と比較して「物価上昇」、「金利
上昇」、「人件費上昇」といった各種コスト高の割合が高かったほか、「人手・後継者不足」でも製造業を上回った。

2025年度調査
70.5%

51.4%

56.2%

35.6%

19.9%

21.2%

30.8%

17.1%

28.1%

21.9%

10.3%

12.3%

3.4%

0.7%

4.1%

78.5%

59.7%

57.3%

19.1%

23.9%

34.1%

30.4%

22.9%

3.4%

3.1%

9.2%

13.7%

10.9%

4.8%

5.8%

物価上昇

人件費上昇

人手・後継者不足

為替変動

金利上昇

自然災害・気候変動

高齢化

インフラ老朽化

中国景気

米国景気

供給制約

ウクライナ戦争

感染症対策

資産価格変動

サイバー攻撃

【東北】製造業（n=146）

【東北】非製造業（n=293）

(参考)2024年度調査
62.7%

63.4%

48.4%

22.9%

30.7%

17.6%

27.5%

11.1%

26.1%

18.3%

13.7%

7.2%

9.8%

2.6%

3.3%

73.2%

65.6%

51.2%

36.8%

12.4%

25.8%

6.2%

19.9%

4.5%

14.4%

4.8%

12.4%

3.1%

6.2%

7.6%

物価上昇

人件費上昇

人手・後継者不足

金利上昇

為替変動

インフラ老朽化

米国景気

気候変動 ・自然災害激甚化

中国景気

高齢化社会

保護主義(関税等)

ウクライナ戦争

米中対立(台湾有事等)

供給制約

中東紛争

【東北】製造業（n=153）

【東北】非製造業（n=291）

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（５つまでの複数回答）
※2025年度調査分は【全国】全産業の回答上位15項目を掲出

１．事業全般への影響

①

②
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8.7%

11.0%

10.4%

57.4%

61.9%

68.1%

33.9%

27.1%

21.5%

2023年度調査(n=298)

2024年度調査(n=291)

2025年度調査(n=288)

【東
北
】非
製
造
業

価格転嫁できている 一部価格転嫁できているが十分ではない 価格転嫁できていない

 燃料費・電力費・人件費等の高騰分の販売価格への転嫁について、全国・東北ともに、「一部価格転嫁できているが十分ではない」との回
答割合が最も高かった。前年度と比較すると、「価格転嫁できていない」との回答は減少しており、価格転嫁は着実に進んでいるとみられる。

 ただし、東北の非製造業では、「価格転嫁できている」と答えた割合が前年度から減少している。「価格転嫁できていない」の割合は2割強と
なっており、十分な価格転嫁が進んでいないとみられる。

①各種コスト高への対応

燃料費・電力費・人件費・資材費・建設費などの高騰分の価格転嫁状況

※中堅企業＋大企業

10.2%

14.6%

20.3%

60.2%

66.3%

70.8%

29.6%

19.2%

9.0%

2023年度調査(n=2,898)

2024年度調査(n=3,360)

2025年度調査(n=3,270)

【全
国
】全
産
業

10.0%

12.6%

14.8%

61.7%

65.2%

67.7%

28.4%

22.2%

17.5%

2023年度調査(n=462)

2024年度調査(n=437)

2025年度調査(n=440)

【東
北
】全
産
業

価格転嫁できている 一部価格転嫁できているが十分ではない 価格転嫁できていない

12.2%

15.8%

23.0%

69.5%

71.9%

67.1%

18.3%

12.3%

9.9%

2023年度調査(n=164)

2024年度調査(n=146)

2025年度調査(n=152)

【東
北
】製
造
業

１．事業全般への影響
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②人手不足への対応（人材獲得のために取り組む施策）

人材獲得のために取り組む施策（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 人材獲得に向けた施策について、「中途採用の強化」の回答割合が最も高く、「新卒採用の強化」、「賃金引上げ」、「再雇用」が続いた。人
手不足に対し、引き続き採用面の施策が優先されている可能性が示された。

76.9%

62.3%

51.7%

17.4%

14.2%

10.2%

5.2%

3.6%

2.7%

2.1%

2.1%

1.3%

1.1%

1.0%

1.6%

75.9%

63.2%

49.9%

22.3%

17.0%

8.3%

6.2%

3.7%

1.4%

2.3%

1.1%

1.6%

1.4%

0.2%

1.1%

中途採用の強化

新卒採用の強化

賃金引上げ

再雇用

福利厚生の拡充

オフィス・工場などの執務環境の整備

採用基準緩和(外国人や高齢者など)

自社の社会的意義の追求

フレックス制の導入・拡充

業界再編(M&A)

リモートワークの拡充

副業の受け入れ

入社前からの教育・育成

人的資本の開示

その他

【全国】全産業（n=3,236）

【東北】全産業（n=435）

69.7%

65.2%

48.4%

21.3%

21.9%

11.0%

5.8%

3.2%

0.0%

0.6%

0.0%

1.3%

1.3%

0.6%

0.6%

79.3%

62.1%

50.7%

22.9%

14.3%

6.8%

6.4%

3.9%

2.1%

3.2%

1.8%

1.8%

1.4%

0.0%

1.4%

中途採用の強化

新卒採用の強化

賃金引上げ

再雇用

福利厚生の拡充

オフィス・工場などの執務環境の整備

採用基準緩和(外国人や高齢者など)

自社の社会的意義の追求

フレックス制の導入・拡充

業界再編(M&A)

リモートワークの拡充

副業の受け入れ

入社前からの教育・育成

人的資本の開示

その他

【東北】製造業（n=155）

【東北】非製造業（n=280）

１．事業全般への影響



10

②人手不足問題への対応（人材獲得以外に取り組む対応策）

人材獲得以外に取り組む人手不足問題への対応策（３つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 人手不足問題への対応策について、人材獲得以外では全国・東北ともに「業務の削減・合理化」の回答割合が最も高い。
 東北の業種別では、製造業は「自動化投資（機械・ロボットなど）」が次いで高い一方で、非製造業では「デジタル活用」が「自動化投資
（機械・ロボットなど）」を大きく上回った。

73.1%

60.2%

33.5%

19.3%

18.5%

14.0%

6.1%

0.3%

1.3%

71.1%

52.7%

30.4%

19.5%

18.4%

18.8%

10.6%

0.0%

1.2%

業務の削減・合理化

デジタル活用

自動化投資(機械・ロボットなど)

外部委託の拡大

従業員のリスキリング

営業・稼働時間の削減

他社との人材融通・連携

海外移転

その他

【全国】全産業（n=3,183）

【東北】全産業（n=425）

68.2%

45.0%

49.7%

16.6%

17.2%

12.6%

6.6%

0.0%

0.7%

72.6%

56.9%

19.7%

21.2%

19.0%

22.3%

12.8%

0.0%

1.5%

業務の削減・合理化

デジタル活用

自動化投資(機械・ロボットなど)

外部委託の拡大

従業員のリスキリング

営業・稼働時間の削減

他社との人材融通・連携

海外移転

その他

【東北】製造業（n=151）

【東北】非製造業（n=274）

１．事業全般への影響
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 米国の関税強化により想定される影響は、全国・東北ともに「特に影響なし」の割合が最も高く、「影響精査中」が次いで高かった。関税強化
への対応としては、「原材料・部品の調達先変更」に次いで「不確実性による投資先送り」が高く、設備投資が減少する懸念がある。

 東北では、関税強化による影響は、非製造業では「特に影響なし」が最も多い一方で、製造業では「影響精査中」が最も多かった。対応とし
ては、非製造業では「原材料・部品の調達先変更」と「不確実性による投資先送り」が太宗を占めたが、製造業ではその他にも「米国での販
売価格引き上げ」や「米国以外への販路開拓」等、複数の対応策が検討されていた。

③米国関税による影響および対応

米国の関税強化により想定される影響と対応（３つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

１．事業全般への影響

40.4%

32.6%

12.4%

8.4%

7.5%

4.7%

3.4%

2.3%

0.7%

0.7%

2.6%

42.9%

32.3%

13.1%

8.2%

7.3%

3.3%

2.1%

2.6%

0.5%

0.2%

2.3%

特に影響なし

影響精査中

影響はあるが特に対応はしない

原材料・部品の調達先変更

不確実性による投資先送り

米国での販売価格引き上げ

生産・輸出拠点の変更

米国以外への販路開拓

人員配置の変更

米国での販売価格維持

その他

【全国】全産業（n=3,225）

【東北】全産業（n=427）

32.4%

41.9%

11.5%

7.4%

7.4%

8.1%

4.1%

6.8%

0.7%

0.0%

3.4%

48.4%

27.2%

14.0%

8.6%

7.2%

0.7%

1.1%

0.4%

0.4%

0.4%

1.8%

特に影響なし

影響精査中

影響はあるが特に対応はしない

原材料・部品の調達先変更

不確実性による投資先送り

米国での販売価格引き上げ

生産・輸出拠点の変更

米国以外への販路開拓

人員配置の変更

米国での販売価格維持

その他

【東北】製造業（n=148）

【東北】非製造業（n=279）

対
応
内
容

対
応
内
容
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 米国関税強化への対応のうち、生産・輸出拠点として拡大する国・地域は、全国・東北ともに「日本」が最も高かった。
 東北は、全国と比較して「日本」の回答割合が高い一方、「タイ」や「ベトナム」の回答割合は低かった。
 東北の業種別では、製造業・非製造業ともに「日本」の回答割合が最も高かった。ただし、製造業はその他「中国」、「米国」、「ベトナム」、「イ
ンド」等の海外も10％以上みられる一方で、非製造業はほとんどが「日本」となっていた。

米国の関税強化に関し生産・輸出拠点として拡大する国・地域（５つまでの複数回答）
39.7%

9.5%

9.9%

9.0%

9.5%

6.0%

3.3%

1.4%

7.9%

5.4%

5.7%

1.3%

1.0%

1.1%

1.8%

33.6%

51.0%

10.5%

9.8%

6.3%

7.7%

6.3%

4.2%

0.7%

6.3%

3.5%

6.3%

2.1%

1.4%

0.0%

0.7%

28.0%

日本

米国

中国

タイ

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン

インド

その他アジア

欧州

メキシコ

カナダ

南米

中東・アフリカ

その他

【全国】全産業（n=1,247）

【東北】全産業（n=143）

47.5%

13.6%

18.6%

10.2%

13.6%

10.2%

6.8%

1.7%

13.6%

5.1%

11.9%

3.4%

1.7%

0.0%

0.0%

20.3%

53.6%

8.3%

3.6%

3.6%

3.6%

3.6%

2.4%

0.0%

1.2%

2.4%

2.4%

1.2%

1.2%

0.0%

1.2%

33.3%

日本

米国

中国

タイ

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン

インド

その他アジア

欧州

メキシコ

カナダ

南米

中東・アフリカ

その他

【東北】製造業（n=59）

【東北】非製造業（n=84）

※中堅企業＋大企業

③米国関税による影響および対応（生産・輸出拠点の拡大）
１．事業全般への影響
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 米国関税強化への対応のうち、生産・輸出拠点として縮小する国・地域は、全国では「中国」の回答割合が最も高く、次いで「米国」、「日
本」となった。一方、東北では「米国」が最も高く、「中国」と「日本」は同程度との結果になった。

 東北の業種別では、製造業は「米国」の回答割合が最も高かった一方、非製造業では縮小を行わない等の「その他」が製造業に比して高く、
「日本」、「中国」、「米国」が概ね同程度であった。

米国の関税強化に関し生産・輸出拠点として縮小する国・地域（５つまでの複数回答）

10.6%

14.5%

21.3%

1.5%

1.5%

0.7%

0.3%

0.5%

0.3%

1.4%

2.0%

3.3%

1.7%

0.5%

0.5%

54.5%

14.6%

18.8%

15.6%

3.1%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.0%

5.2%

2.1%

3.1%

0.0%

1.0%

56.3%

日本

米国

中国

タイ

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン

インド

その他アジア

欧州

メキシコ

カナダ

南米

中東・アフリカ

その他

【全国】全産業（n=919）

【東北】全産業（n=96）

13.5%

27.0%

16.2%

0.0%

2.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

5.4%

5.4%

5.4%

0.0%

2.7%

45.9%

15.3%

13.6%

15.3%

5.1%

3.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.1%

0.0%

1.7%

0.0%

0.0%

62.7%

日本

米国

中国

タイ

ベトナム

インドネシア

マレーシア

フィリピン

インド

その他アジア

欧州

メキシコ

カナダ

南米

中東・アフリカ

その他

【東北】製造業（n=37）

【東北】非製造業（n=59）

※中堅企業＋大企業

③米国関税による影響および対応（生産・輸出拠点の縮小）
１．事業全般への影響
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2 ．設備投資動向



15

 2024年度国内設備投資実績について、全国・東北ともに、「（実績は）当初計画を下回らず」の回答割合が高く、東北は44.1％となった
（全国比+5.5pt、前年度比+5.8pt）。

 投資実績が当初計画を下回った理由は、全国・東北ともに「投資内容の精査、無駄の見直し」の回答割合が最も高い。
 東北は全国と比較して「工事費高騰に伴う見直し」の回答割合が高く、物価高や人件費の上昇が影響している可能性も推察される。

2024年度国内設備投資（実績）について

前年度の国内設備投資実績が計画を下回った理由（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

35.4%

31.1%

23.0%

18.1%

14.2%

9.9%

2.8%

1.9%

1.5%

1.4%

5.1%

38.3%

29.9%

16.5%

15.7%

17.4%

11.3%

2.9%

2.0%

0.6%

2.0%

5.5%

実績は当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内景気の減速

海外景気の減速

米中対立・ウクライナ危機・中東…

金利上昇

能登半島地震の影響

その他

【全国】全産業（n=2,655)

【東北】全産業（n=345)

2．設備投資動向

38.6%

33.7%

21.8%

15.9%

15.5%

5.1%

1.7%

0.6%

3.9%

44.1%

28.0%

18.2%

10.4%

17.0%

4.6%

2.0%

0.3%

4.9%

当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内・海外景気の減速

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【全国】全産業（n=2,679）

【東北】全産業（n=347）

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（3つまでの複数回答）

2025年度調査 (参考)2024年度調査

実
績
が
計
画
を

下
回
っ
た
理
由

米中対立・ウクライナ危機・中東紛争
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2024年度国内設備投資（実績）について

前年度の国内設備投資実績が計画を下回った理由（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 東北の製造業は、非製造業に比して当初計画通りの設備投資実績となった企業の割合が低く、「投資内容の精査、無駄の見直し」や「工
期の遅れ」を理由とする回答割合が高かった。

 非製造業は、引き続き「工事費高騰に伴う見直し」の回答割合が製造業を上回っており、乖離が広がっている。

2025年度調査 (参考)2024年度調査

31.9%

37.8%

19.3%

17.6%

13.4%

16.0%

7.6%

1.7%

0.0%

1.7%

5.9%

41.6%

25.7%

15.0%

14.6%

19.5%

8.8%

0.4%

2.2%

0.9%

2.2%

5.3%

実績は当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内景気の減速

海外景気の減速

米中対立・ウクライナ危機・中東紛争

金利上昇

能登半島地震の影響

その他

【東北】製造業（n=119）

【東北】非製造業（n=226）

41.3%

31.0%

20.6%

12.7%

11.9%

5.6%

0.8%

0.8%

2.4%

45.7%

26.2%

16.7%

9.0%

19.9%

4.1%

2.7%

0.0%

6.3%

当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内・海外景気の減速

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【東北】製造業（n=126）

【東北】非製造業（n=221）

※2025年度調査は2024年度調査と聴取選択肢の内容が異なっている点要留意（3つまでの複数回答）

2．設備投資動向

実
績
が
計
画
を

下
回
っ
た
理
由
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 2025年度の国内設備投資計画を押し下げる要因について、全国では「投資内容の精査、無駄の見直し」の回答割合が最も高かった。
 2024年度の国内設備投資実績が計画を下回った理由と比較すると、全国・東北ともに「工事費高騰に伴う見直し」が大幅に上昇している。
特に東北では、「投資内容の精査、無駄の見直し」と並んで最大の要因となっており、コスト高による設備投資抑制が進む懸念がある。

 また、「国内・海外景気の減速」、「国際的な政策の不確実性」がともに増加しており、米国関税の影響が一部みられた可能性がある。

2025年度国内設備投資（計画）について

2025年度の国内設備投資計画を押し下げる要因（3つまでの複数回答）

31.6%

33.9%

27.3%

20.5%

12.4%

12.1%

6.6%

2.7%

3.1%

31.0%

29.9%

29.9%

15.1%

10.6%

7.5%

8.7%

2.0%

4.5%

計画の押し下げなし

投資内容の精査、無駄の見直し

工事費高騰に伴う見直し

工期の遅れ

国内・海外景気の減速

もともと確度の低かった

投資の剥落

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【全国】全産業（n=2,697）

【東北】全産業（n=358）

※中堅企業＋大企業

38.6%

33.7%

21.8%

15.9%

15.5%

5.1%

1.7%

0.6%

3.9%

44.1%

28.0%

18.2%

10.4%

17.0%

4.6%

2.0%

0.3%

4.9%

当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった

投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内・海外景気の減速

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【全国】全産業（n=2,679）

【東北】全産業（n=347）

2．設備投資動向

今
年
度
設
備
投
資
計
画

の
押
し
下
げ
要
因

実
績
が
計
画
を

下
回
っ
た
理
由

(再掲)2024年度の国内設備投資
実績が計画を下回った理由
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 東北の製造業では、引き続き「投資内容の精査、無駄の見直し」の回答割合が最も高かった。2024年度の設備投資実績が計画を下回っ
た理由と比較すると、「国内・海外景気の減速」が増加しており、米国関税強化の影響が出ている可能性がある。

 東北の非製造業では、「工事費高騰に伴う見直し」の回答割合が最も高かった。製造業と比較すると「金利上昇」の回答割合も高く、引き
続き非製造業では製造業と比較してコスト高の影響を強く受けているとみられる。

2025年度国内設備投資（計画）について

2025年度の国内設備投資計画を押し下げる要因（3つまでの複数回答）

29.1%

31.5%

20.5%

18.1%

16.5%

11.8%

4.7%

2.4%

3.9%

32.0%

29.0%

35.1%

13.4%

7.4%

5.2%

10.8%

1.7%

4.8%

計画の押し下げなし

投資内容の精査、無駄の見直し

工事費高騰に伴う見直し

工期の遅れ

国内・海外景気の減速

もともと確度の低かった投資の剥落

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【東北】製造業（n=127）

【東北】非製造業（n=231）

※中堅企業＋大企業

(再掲)2024年度の国内設備投資
実績が計画を下回った理由

2．設備投資動向

今
年
度
設
備
投
資
計
画

の
押
し
下
げ
要
因

実
績
が
計
画
を

下
回
っ
た
理
由

41.3%

31.0%

20.6%

12.7%

11.9%

5.6%

0.8%

0.8%

2.4%

45.7%

26.2%

16.7%

9.0%

19.9%

4.1%

2.7%

0.0%

6.3%

当初計画を下回らず

投資内容の精査、無駄の見直し

工期の遅れ

もともと確度の低かった投資の剥落

工事費高騰に伴う見直し

国内・海外景気の減速

金利上昇

国際的な政策の不確実性

その他

【東北】製造業（n=126）

【東北】非製造業（n=221）
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企業価値向上に向けた施策

事業成長のための優先投資（優先順に1位～3位までの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 事業成長のための優先投資について、東北では「人材育成、人的投資」の回答割合が高い結果となった。
 「情報化投資」を優先投資とする回答が3番目に挙がり、①人的投資と②デジタル化による業務効率化が事業成長に必要と判断する企業
が多いものとみられる。

優先度1位 【全国】全産業
（n=3,213）

【全国】製造業
（n=1,229）

【全国】非製造
（n=1,984）

【東北】全産業
（n=431）

【東北】製造業
（n=150）

【東北】非製造
（n=281）

国内有形固定資産投資 45.5% 49.1% 43.3% 9.7% 12.3% 8.5%
海外有形固定資産投資 1.6% 2.7% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0%
国内M&A 4.1% 2.6% 5.0% 2.5% 2.1% 2.7%
海外M&A 1.0% 1.8% 0.6% 0.4% 1.4% 0.0%
情報化投資 8.3% 6.4% 9.5% 12.5% 8.8% 14.3%
研究開発 6.1% 13.3% 1.6% 8.0% 17.9% 3.4%
人材育成、人的投資 33.3% 24.0% 39.0% 66.8% 57.6% 71.0%

優先度2位 【全国】全産業
（n=2,713）

【全国】製造業
（n=1,108）

【全国】非製造
（n=1,605）

【東北】全産業
（n=343）

【東北】製造業
（n=128）

【東北】非製造
（n=215）

国内有形固定資産投資 13.9% 13.0% 14.5% 12.5% 11.7% 13.0%
海外有形固定資産投資 2.7% 4.3% 1.6% 0.9% 1.6% 0.5%
国内M&A 5.9% 3.6% 7.5% 7.3% 3.1% 9.8%
海外M&A 1.0% 1.1% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0%
情報化投資 25.9% 21.2% 29.2% 28.0% 26.6% 28.8%
研究開発 13.3% 24.1% 5.8% 10.8% 22.7% 3.7%
人材育成、人的投資 37.3% 32.7% 40.5% 40.5% 34.4% 44.2%

優先度3位 【全国】全産業
（n=1,989）

【全国】製造業
（n=883）

【全国】非製造
（n=1,106）

【東北】全産業
（n=229）

【東北】製造業
（n=95）

【東北】非製造
（n=134）

国内有形固定資産投資 12.7% 10.9% 14.1% 20.1% 15.8% 23.1%
海外有形固定資産投資 2.2% 2.5% 1.9% 0.9% 2.1% 0.0%
国内M&A 10.9% 7.4% 13.7% 8.7% 6.3% 10.4%
海外M&A 1.1% 1.6% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0%
情報化投資 27.9% 21.4% 33.1% 27.1% 17.9% 33.6%
研究開発 14.8% 21.6% 9.4% 13.5% 18.9% 9.7%
人材育成、人的投資 30.4% 34.7% 27.0% 29.7% 38.9% 23.1%

2．設備投資動向
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①人的投資（取り組み内容）

人的投資の取り組み内容（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 各社が取り組む人的投資について、全国・東北ともに「賃金引上げ」の回答割合が最も高かった。
 東北の業種別では、ダウンサイドリスクとして人手不足が特に意識されていた非製造業が、「賃金引上げ」や「人材の確保」で製造業を上回っ
た。一方、製造業は「健康経営の推進」等の回答において非製造業を上回った。

53.9%

49.8%

36.3%

23.4%

23.4%

19.1%

15.7%

10.8%

7.2%

4.4%

2.5%

1.9%

0.4%

0.9%

56.9%

47.7%

39.4%

26.5%

22.1%

20.3%

15.2%

11.1%

5.8%

4.8%

1.8%

2.1%

0.5%

0.7%

賃金引上げ

人材の確保

研修などのOFF-JTの強化

OJTの強化

生産性向上のための労働環境整備

健康経営の推進

能力評価・人材管理システムの拡充

自己啓発の補助拡大

育児支援

成果連動の強化

介護支援

ジョブ型雇用の導入

社内起業の支援

その他

【全国】全産業（n=3,235）

【東北】全産業（n=434）

56.2%

45.8%

43.1%

28.1%

24.8%

24.2%

13.1%

9.2%

4.6%

5.2%

0.7%

2.6%

0.0%

0.0%

57.3%

48.8%

37.4%

25.6%

20.6%

18.1%

16.4%

12.1%

6.4%

4.6%

2.5%

1.8%

0.7%

1.1%

賃金引上げ

人材の確保

研修などのOFF-JTの強化

OJTの強化

生産性向上のための労働環境整備

健康経営の推進

能力評価・人材管理システムの拡充

自己啓発の補助拡大

育児支援

成果連動の強化

介護支援

ジョブ型雇用の導入

社内起業の支援

その他

【東北】製造業（n=153）

【東北】非製造業（n=281）

2．設備投資動向



21

80.4%

67.9%

9.8%

14.1%

7.7%

10.9%

2024年度調査(n=143)

2025年度調査(n=156)

【東
北
】製
造
業

72.9%

69.2%

10.0%

12.6%

8.6%

12.6%

2024年度調査(n=291)

2025年度調査(n=286)【東
北
】非
製
造
業

既に実施しており、今後も引上げを検討 既に実施しており、今後引上げ予定はない
未実施だが、引上げを検討 検討したが、実施せず
実施・検討予定なし

75.3%

68.8%

9.9%

13.1%

8.3%

12.0%

2024年度調査(n=434)

2025年度調査(n=442)

【東
北
】全
産
業

既に実施しており、今後も引上げを検討 既に実施しており、今後引上げ予定はない
未実施だが、引上げを検討 検討したが、実施せず
実施・検討予定なし

 全国・東北ともに、賃上げを実施した企業は引き続き8割を超えたものの、賃上げを「既に実施しており、今後も引上げを検討」している企業
が減少する一方で、「既に実施しており、今後引上げ予定はない」企業が増加した。特に東北では、全国と比較して前者の減少が大きかった。

 東北の業種別では、特に製造業において、今後も引上げを検討している企業の回答割合が減少した。一方で、非製造業では全国・全産業
および東北・製造業と比較して「未実施だが、引上げを検討」している企業が増加している。

①人的投資（賃金引上げの実施状況）

賃金引上げの実施状況

※中堅企業＋大企業

74.4%

70.7%

11.6%

16.1%

7.9%

7.9%

2024年度調査(n=3,312)

2025年度調査(n=3,259)

【全
国
】全
産
業

2．設備投資動向



22

58.7%

41.0%

34.3%

47.2%

7.0%

11.8%

2024年度調査(n=242)

2025年度調査(n=229)【東
北
】非
製
造
業

前年度を上回る 前年度と同程度 前年度を下回る

①人的投資（賃金引上げの水準）

賃金引上げの水準感

 賃金引上げ水準は、全国・東北ともに「前年度を上回る」との回答が大幅に減少し、「前年度と同程度」、「前年度を下回る」と回答した割
合が増加した。

 東北を業種別でみると、製造業は「前年度を下回る」と回答した割合が約2倍に増加し、非製造業は「前年度を上回る」が大幅に減少した。

※中堅企業＋大企業

2．設備投資動向

59.5%

41.8%

34.4%

46.6%

6.1%

11.6%

2024年度調査(n=2,867)

2025年度調査(n=2,715)

【全
国
】全
産
業

55.3%

39.8%

37.5%

47.4%

7.3%

12.8%

2024年度調査(n=371)

2025年度調査(n=539)

【東
北
】全
産
業

前年度を上回る 前年度と同程度 前年度を下回る

48.8%

37.7%

43.4%

47.7%

7.8%

14.6%

2024年度調査(n=129)

2025年度調査(n=130)

【東
北
】製
造
業
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②デジタル化（AI（Chat GPTなど生成AIを含む）の活用状況）

AI（Chat GPTなど生成AIを含む）の活用状況

※中堅企業＋大企業

 AI （Chat GPTなど生成AIを含む）の活用状況に関し、東北では「活用予定はなく、関心も高まっていない」との回答割合が全国に比して
10.2ポイント高かった。

 全国では、非製造業の方が製造業に比して、AIの活用に前向きである一方、東北では製造業の方が前向きな傾向がみられた。

29.3%

28.5%

30.6%

17.7%

19.7%

16.5%

16.7%

15.2%

19.0%

13.5%

17.1%

11.6%

35.3%

35.1%

35.7%

39.9%

35.5%

42.3%

18.7%

21.1%

14.7%

28.9%

27.6%

29.6%

【全国】全産業（n=3,225）

【全国】製造業（n=1,214）

【全国】非製造業（n=2,011）

【東北】全産業（n=436）

【東北】製造業（n=152）

【東北】非製造業（n=284）

活用している 活用を検討している 活用予定はないが、社内的な関心が高まっている 活用予定はなく、関心も高まっていない

2．設備投資動向



24

3．カーボンニュートラル
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カーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響

カーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響（3つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

 カーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響について、東北は「設備入れ替えの契機」の回答割合が全国に比
して4.0ポイント高かった。一方で、「サプライチェーン全体での対応」、「事業拡大の契機」については全国の回答割合を下回った。

 東北の製造業では、「サプライチェーン全体での対応」の回答割合が非製造業を21.8ポイント上回った。

３．カーボンニュートラル

52.6%

33.8%

25.0%

24.3%

19.9%

7.2%

0.2%

5.2%

56.6%

28.9%

20.5%

22.1%

17.4%

6.8%

0.0%

5.3%

設備入れ替えの契機

サプライチェーン全体での対応

事業拡大の契機

長期的な移行戦略の策定・開示

ビジネスモデルの転換

専門部署設置などの人員配置転換

海外移転の加速

その他

【全国】全産業（n=2,820）

【東北】全産業（n=380）

57.6%

43.2%

17.4%

24.2%

13.6%

7.6%

0.0%

5.3%

56.0%

21.4%

22.2%

21.0%

19.4%

6.5%

0.0%

5.2%

設備入れ替えの契機

サプライチェーン全体での対応

事業拡大の契機

長期的な移行戦略の策定・開示

ビジネスモデルの転換

専門部署設置などの人員配置転換

海外移転の加速

その他

【東北】製造業（n=132）

【東北】非製造業（n=248）
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 カーボンニュートラル実現に向けた課題について、全国・東北ともに「技術的な問題」の回答割合が最も高かった。
 東北は「基準が不明確」の回答割合が全国を上回り、3番目に高い。業種別にみると、製造業では「基準が不明確」の回答割合が3番目に
高く、非製造業では「販売価格への転嫁」の回答割合が3番目に高い結果となった。

カーボンニュートラル実現に向けた課題

カーボンニュートラル実現に向けた課題（３つまでの複数回答）

※中堅企業＋大企業

３．カーボンニュートラル

45.9%

38.6%

28.9%

27.2%

26.9%

12.3%

10.5%

4.5%

47.6%

36.2%

25.9%

27.3%

29.7%

9.2%

7.3%

4.9%

技術的な問題

開発コストの問題

需要が不透明

販売価格への転嫁

基準が不明確

調達先の制約

(原材料等の確保が困難)

国際的な政策の不確実性

その他
【全国】全産業（n=2,799）

【東北】全産業（n=370）

50.4%

41.4%

27.8%

24.1%

34.6%

11.3%

6.0%

4.5%

46.0%

33.3%

24.9%

29.1%

27.0%

8.0%

8.0%

5.1%

技術的な問題

開発コストの問題

需要が不透明

販売価格への転嫁

基準が不明確

調達先の制約

(原材料等の確保が困難)

国際的な政策の不確実性

その他
【東北】製造業（n=133）

【東北】非製造業（n=237）
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排出削減目標
 排出削減目標（スコープ1・2）について、全国・東北ともに「不明・未定」の回答割合が最も高いが、東北は全国と比較して同割合が6.0ポ
イント高い。

 業種別では、全国・東北ともに製造業の方が目標達成・設定割合が高い。

排出削減目標︓スコープ１・２

※中堅企業＋大企業

３．カーボンニュートラル

1.7%

1.1%

8.9%

9.1%

3.9%

5.1%

12.2%

5.4%

1.2%

1.3%

72.0%

78.0%

【全国】全産業（n=2,830）

【東北】全産業（n=373）

2.3%

1.5%

12.9%

12.9%

5.1%

6.8%

15.2%

6.8%

1.4%

2.3%

63.1%

69.7%

【全国】製造業（n=1,108）

【東北】製造業（n=132）

1.3%

0.8%

6.4%

7.1%

3.1%

4.1%

10.3%

4.6%

1.0%

0.8%

77.8%

82.6%

【全国】非製造業（n=1,722）

【東北】非製造業（n=241）

既に達成済み ～2030年まで ～2040年まで ～2050年まで 2050年以降 不明・未定
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排出削減を達成するための手段として重視・期待する施策
 排出削減達成のための手段として重視・期待する施策としては、全国・東北ともにいずれの年限でも「省エネ」、「再エネ」の回答割合が高かった。
 ただし、期間がより長期になるにつれて、「省エネ」の割合が低下する一方で、「新エネ」および「資源循環」の割合が高まっている。

排出削減のための手段として重視・期待する施策（3つまでの複数回答）

①2025年度まで ②2030年まで ③2050年まで

76.0%

39.5%

17.0%

14.5%

7.6%

7.0%

4.6%

3.5%

3.2%

1.6%

1.1%

6.6%

77.2%

39.6%

16.5%

12.5%

7.9%

7.3%

2.6%

3.3%

1.3%

0.7%

1.0%

5.6%

省エネ

再エネ

電化(EV活用含む)

資源循環

クレジット購入

新エネ（注1)

LNG転換

原子力の活用

削減貢献量活用

事業規模縮小

ネガティブエミッション技術（注2)

その他

【全国】全産業

（n=2,216）
【東北】全産業

（n=303）

64.2%

44.1%

20.8%

18.6%

14.8%

10.0%

5.5%

4.7%

4.1%

2.8%

1.7%

7.0%

64.5%

44.5%

19.6%

17.9%

14.6%

9.6%

4.0%

5.3%

2.0%

2.3%

0.7%

5.3%

省エネ

再エネ

電化(EV活用含む)

資源循環

新エネ（注1)

クレジット購入

LNG転換

原子力の活用

削減貢献量活用

ネガティブエミッション技術（注2)

事業規模縮小

その他

【全国】全産業

（n=2,213）

【東北】全産業

（n=301）

56.7%

39.4%

25.3%

19.2%

18.1%

13.3%

6.3%

6.1%

5.2%

3.7%

1.8%

7.1%

60.1%

38.6%

23.9%

17.4%

15.0%

9.9%

5.1%

4.8%

5.5%

3.8%

1.0%

6.5%

省エネ

再エネ

新エネ（注1)

資源循環

電化(EV活用含む)

クレジット購入

削減貢献量活用

ネガティブエミッション技術（注2)

原子力の活用

LNG転換

事業規模縮小

その他

【全国】全産業

（n=2,163）
【東北】全産業

（n=293）

※中堅企業＋大企業
注1︓水素・アンモニア・合成燃料・SAF 等
注2︓炭素回収等

３．カーボンニュートラル
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• 事業のダウンサイドリスクについて、 ①「物価上昇」、「人件費上昇」といったコスト高や、②「人手・後継者
不足」の回答割合が高かった。また、今年度は③「米国景気」や「保護主義（関税等）」等の米国関税
による影響も意識されるようになった。東北では、非製造業を中心に「人件費上昇」、「人手・後継者不
足」が全国比で高く、人口減少や高齢化による人手不足および人件費の上昇といった、地域の特徴的
課題を抱えている。

• ①各種コスト高の販売価格への転嫁について、全国・東北ともに前年度と比較して、価格転嫁が進んだ。
②人手不足に対しては、引き続き採用面の施策が重視されている。人的投資では賃上げを行う企業が
多く、8割以上の企業が既に賃上げを実施しているが、賃上げ水準には停滞感がみられる。
③米国関税による影響は、「特に影響なし」や「影響精査中」の回答が多かった。

• 2024年度国内設備投資について、設備投資実績が当初計画を下回らなかった企業の割合は前年と
比較し上昇した。実績が計画を下回った理由として、東北は非製造業を中心に全国比で「工事費高騰
による見直し」の回答割合が高く、物価高や人件費の上昇による影響の可能性も推察される。

• 企業価値向上のための設備投資について、東北では人的投資と情報化投資が優先されている。ただし、
情報化投資は、事業の成長機会として意識されているものの、依然として全国比で活用が進んでいない。

• カーボンニュートラルへの取り組みが加速することで想定される事業への影響について、東北は「設備入れ
替えの契機」の回答割合が全国比で高く、今後、設備投資の増加が期待されるものの、実現に向けては
「技術的な問題」や「基準が不明確」等が課題となっている。

調査結果のポイント
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